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Synopsis 

In recent years, generation of urban flooding has become a problem. On the other 

hand, water pollution of urban river due to the influx of pollutants from non-point 

source also has become a problem. Therefore, in this study, to make effective use the 

big tunnel rainwater storage facility, named "Donryu" in Nishi-hadukashi river basin, 

in both purpose of preventing flood and pollution and to propose control strategy, the 

optimal application strategy of RADAR forecasting information is estimated by a 

probabilistic analysis of flooding risk derived from the error of predicted rainfall.  
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1. 研究の背景と目的

1.1 都市化による水災害・水質問題の発生 

 近年，我が国において都市への人口や生産基盤の

集中，都市化に伴う不浸透域の拡大，産業構造の変

化，ライフスタイルの変化や近年の気候変動等，都

市を取り巻く社会条件や環境条件は変化しており，

田畑の宅地化や道路の増大等による不浸透面積率の

増加や下水道整備の進捗は，雨水の公共用水域への

流達時間の短縮化，ピーク流量の大幅な増大を招い

ている．また，地下への浸透が減少し，直接流出(流

出率)が大幅に増加するため，総流出量も増大する．

つまり，水害ポテンシャルが増大している．このよ

うな都市化の進展により生じるようになった水害は

「都市水害(あるいは都市型水害)」と呼ばれ，内水

氾濫および内水氾濫を伴う都市の中小河川からの氾

濫も含め，1960 年頃から頻繁に発生するようになっ

た．本研究が対象とする京都府淀川水系・桂川の支

流である西羽束師川流域では，流域貯留浸透事業実

施河川として地下トンネル貯留施設による浸水防止

事業が進行中である． 

 一方で，都市化による排出負荷量増加や大気由来

の微量有害物質等を含む面源負荷の増加により水環

境に与える汚濁ポテンシャルも増大している． 

高度経済成長期には，有機水銀やカドミウムを原

因とする公害病の発生を受けて，それら有害物質の

製造や排出の規制が行われてきた．また有機汚濁汚

染対策に加えて，特に海域や湖沼といった閉鎖性水

域では 1979 年に東京湾・伊勢湾・瀬戸内海を指定水

域とし，化学的酸素要求量 (COD:Chemical Oxygen 

Demand)を指標とした総量規制が実施され，琵琶湖

においても同年に富栄養化防止条例が制定された．
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さらに 1980 年代から都市内の中小河川等の公共用

水域の汚濁原因において生活系負荷の比重が高まっ

てきたことを受け，1983 年の浄化槽法の制定や，

1990 年の水質汚濁防止法の改正など生活排水対策

が推進された．都市部においても下水道，合併処理

浄化槽等を中心とした汚水処理システムが普及して

きたことにより家庭や工場といった特定汚染源

(Point Source)由来の汚濁負荷の浄化が進み，河川な

どの公共用水域に放流される汚濁負荷は減少してき

た．しかし都市河川の水質改善は 1990 年代以降鈍化

してきている．これは不浸透化が進んだ都市域で雨

天時の直接流出量が増大するのに伴って流出する汚

濁物質量も増加していることが一因であり，屋根面

や地表面等の面的に分布して発生源が特定しにくい

非特定汚染源負荷(Non-point Source)については根本

的な対策がとられてこなかったためである．その負

荷源は，大気からの降下物や自動車のタイヤ片など

様々な汚濁物質が地表面や屋根面などに堆積したも

のであり，降雨初期に負荷の流出が集中し高濃度の

汚濁水が流出する，いわゆるファーストフラッシュ

現象による高濃度の汚濁負荷を含む流出雨水の水質

は無視できないことが明らかになった．このように

河川や湖沼の水質悪化の原因として非特定源汚濁物

質の影響が相対的に大きくなってきている（金，

2000）．そのため，流出雨水は水質的に問題がないと

考えられていた分流式下水道整備区域において非特

定源汚濁物質の対策を講じることが求められている． 

このノンポイント汚濁の改善としても貯留施設の

利用が検討されている．このファーストフラッシュ

における高濃度の汚濁水を貯留し，下水処理システ

ム等により処理したのちに河川など公共用水域に放

流することで，汚濁負荷の流入量削減が検討されて

いる．このとき，貯留施設として利用が考えられて

いるのが，浸水被害防止目的で建設が行われている

貯留管である． 

このように現在，目的は異なるものの都市地下部

に建設されている下水道関連貯留施設は浸水防止・

汚濁負荷流入削減の両目的で運用が可能であり，建

設費・運用費が巨額となることを考慮した運用が重

要である．その際考えられる運用方法として降雨予

測に基づいた流量予測を用いて，貯留施設の操作を

行う実時間制御(RTC;Real Time Control)がある． 

 

1.2 実時間制御による貯留施設運用 

合流式下水道，分流式下水道どちらの整備区域に

おいても雨水貯留施設のRTCによる汚濁負荷削減の

効果があることがすでに多くの研究がなされており，

新たに同等の効果をもつ施設を整備する場合と比べ

て費用的にも効率的であることが示されている．本

研究でもこのRTCによって治水目的で整備された貯

留施設を汚濁負荷削減目的でも利用するための運用

方法について検討する． 

雨天時のノンポイントソースからの汚濁物質の公

共用水域への流入削減を行うことを考える上で重要

なことは，流出初期のファーストフラッシュを貯留

(初期貯留)し，処理することである．これはファー

ストフラッシュにおける汚濁物質濃度が極端に高い

からである．ただし総量的にはピーク時も汚濁物質

の流出量が多くなるが，雨水流量も多いことから濃

度は低くなる．一方，内水災害防止，軽減のために

は，流出ピークを貯留(ピークカット貯留)すること

が重要である．概念図を Fig.1 に示す．そのため降

雨初期には汚濁対策として貯留容量の一部を使用し

て初期貯留を行い，降雨終了後に下水処理場におい

て処理することで汚濁負荷の削減が期待できる．し

かし，初期貯留により本来ピークカット貯留に割か

れるべき容量がすでに使用されていることから，貯

留容量不足に陥ることが考えられる．この事態を避

けるために，予測降雨で浸水発生が予測されると直

ちに初期貯留雨水を排水(緊急排水)することでピー

クカット貯留の容量を確保することが可能となる．

このように本研究では通常は汚濁対策として貯留施

設を利用し，緊急に貯留容量の確保が必要になった

時には出水前に緊急排水を行って貯留容量を確保し

浸水対策として貯留施設を利用する制御方法を想定

した検討を行う． 

以上のように RTC により初期貯留でファースト

フラッシュを含む流出雨水をノンポイントソースか

らの汚濁負荷削減を行いつつ，予測降雨により浸水

発生が予測される場合はピークカット貯留に必要な

容量を確保するために初期貯留雨水の緊急排水を行

う制御戦略について述べてきた．しかし，操作の上

で重要である降雨予測には誤差が含まれており，そ

の誤差によって予測よりも早期に大規模出水が発生

する可能性があり，その場合緊急排水が間に合わず，

浸水氾濫を増大させる可能性が生じる．このことが

初期貯留とピークカット貯留を行う RTC が実施設

への導入には至っていない大きな理由である． 

 

1.3 降雨観測情報としてのレーダー情報 

 現在，降雨観測情報として気象レーダーによる観

測がされており．既往のCバンドレーダーによって

広域的な降雨観測が行われていたが，2011年に局地

的豪雨や集中豪雨の被害低減にむけてXバンドMP

レーダーが導入され，より高分解能での観測が可能

になった．XバンドMPレーダーが降雨減衰に弱く定
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量観測範囲が60km以内と狭いのに対し，Cバンドレ

ーダーは降雨減衰に強く，定量観測範囲が120km以

内と広いという利点を持つ．本研究ではこれらのレ

ーダー情報に基づく降雨予測を行い，その情報活用

方策を検討する． 

 

1.4 研究の目的 

本研究では，浸水防止を主目的とする雨水貯留施

設(いろは呑龍トンネル)が整備中の京都府・西羽束

師川流域を対象に，レーダー降水量予測情報に基づ

いた浸水防止・汚濁負荷削減の両目的での貯留施設

の運用を現実的に導入可能な制御戦略について検討

を行うことを目的とする．浸水防止目的で整備され

た貯留施設は，浸水防止目的での使用の場合，年に

数度から数年に一度程度の利用頻度となるが，汚濁

防止目的での利用により，その使用頻度は増大し便

益が高まる．しかし，当然浸水防止目的を低下させ

ないことが前提条件であり，そのためには，近年降

雨量推定・予測研究開発の進捗が著しい最新型高解

像度偏波レーダー情報に基づく降雨予測情報の有効

な利用が重要であり，その情報活用方策について検

討する． 

 

2. 解析手法，対象領域およびモデルの概要 

 

 対象領域において，レーダー観測降雨・およびそ

れに降雨予測モデルを用いて得られた予測降雨をも

とに雨水流出解析を行う．観測降雨に基づく流量を

もとに貯留施設の貯留量を算定し，予測流量をもと

に施設の制御を決定する． 

 

2.1 対象領域 

 本研究は，淀川水系の中流域に位置する一級河川

桂川の支川で桂川の右岸地域に位置し，京都市・向

日市を流下する一級河川西羽束師川流域を対象とす

る．Fig.2に西羽束師川の位置を示す．西羽束師川は

京都市右京区の嵐山付近で桂川を農業用水として取

水する一ノ井農業用水路が流域の北端である．一ノ

井農業用水路は南下し，洛西農業用水路，荒木川等

と合流し，寺戸川と名前を変え，京都市南区久世付

近で川幅が広がり，名前も西羽束師川となって京都

市伏見区淀付近で桂川に合流する．本流域周辺地域

は，ＪＲ東海道本線や阪急電鉄京都線および国道171

号などの交通網が発達し，高度経済成長期から急激

に都市化が進行し，住宅地や企業が混在するなかで，

人口密度も非常に高い地域となっている．このため

人為的な負荷源である特定汚染源負荷とともに都市

地表面等の非特定汚染源負荷が降雨時に流出するこ

とから，河川水質の汚染レベルが高くなっている．

一方，この流域は，一級河川の小畑川と桂川に挟ま

れたすり鉢状の地形であることや，多くの鉄道橋や

道路橋が架かっているために拡幅困難な寺戸川や石

田川などの西羽束師川の上流部や支川にあたる中小

河川が主な排水路となっていることから，これまで

に幾度となく浸水被害を伴う氾濫を繰り返してきた

経緯がある．また交通網の盛土などで氾濫流が妨げ

られ，氾濫原が地形的に固定され，このために浸水

深が高くなりやすいという地形的特性をもっている． 

Fig.1 Conceptual diagram of beginning storage, peak 

cut, emergency drainage 
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 本流域では過去20年に浸水戸数100戸以上の浸水

被害が何度も発生している．近年，短時間で局地的

に猛烈な雨の降る，いわゆる「ゲリラ豪雨」が多発

している．2008年7月28日の，神戸市都賀川における

ゲリラ豪雨による水難事故が記憶に新しいが，同日

に本研究対象地域でも，1時間雨量63㎜という豪雨に

見舞われ，向日市では地下道の急激な冠水により幼

稚園バスや乳児を乗せた乗用車が水没し，消防隊に

救助されるといった被害が発生した．2013年9月15

日には台風18号による大雨の影響で桂川が渡月橋と

羽束師橋付近で氾濫するなど甚大な被害が発生した

が，対象地域でも寺戸町永田・二ノ坪地区などにお

いて4戸が床上浸水，102戸が床下浸水の被害が発生

し，農作物にも一部被害が発生した． 

 向日市の公共下水道による雨水整備は平成6年度

に事業着手し，平成8年度に策定した「向日市下水道

雨水排水基本計画」に基づいて実施されている．本

計画では，目標年次を平成22年度とし，寺戸川流域

や石田川流域など市内を8つの雨水排水区に分割し，

排水区面積約767haについて雨水幹線や貯留施設を

整備することになっている．特に寺戸川排水区にお

いては，平成9年から供用を始めた向日市の寺戸川1

号幹線，および平成13年から暫定供用を開始した京

都府「いろは呑龍トンネル」（以下呑龍トンネル）が

流出抑制の役割を果たし，両者を合わせた貯留能力

は約6万㎥である．一方石田川排水区では，平成11

年度から約1.1万㎥を貯留する石田川1号幹線の建設

が開始されている．また石田川2号幹線，和井川雨水

幹線の建設も計画され，その末端には京都府桂川流

域下水道乙訓ポンプ場が建設され，呑龍トンネルが

接続予定であり，このポンプ場から西羽束師川本川

への排水が行われる予定である．このように，京都

府流域下水道雨水事業と連携して向日市の下水道雨

水排水対策が計画的に進められている． 

 

2.2 雨水地下貯留施設（呑龍トンネル）の概要 

 呑龍トンネルは延長約 9.2km，容量約 18 万㎥の大

規模な施設である．Fig.3 に呑龍トンネルの概要を示

す．このうち，北西端部の北幹線 1号管渠(全長 935m，

内径 8.5m)について 2001 年 6月 1 日から暫定供用が

開始され，約 5 万㎥の雨水が貯留可能となった．暫

定供用では貯留された雨水は河川水位の低下後に

0.27 ㎥/s の能力で徐々に西羽束師川上流部の寺戸川

へ排水されている．今後トンネル全体が建設される

過程で乙訓ポンプ場と最下流端の呑龍ポンプ場から

排水される計画となっている．その延長部分である

北幹線 2・3 号管渠についても，掘進作業が 2007 年

8 月に，また乙訓ポンプ場などの排水施設や接続施

設の工事も完了し，現在は北幹線全線供用を開始し

ている．これにより全体計画の約半分の区間が供用

されており，107,000m3 の雨水を貯留することがで

きる．当初の計画では暫定供用の現在と同様に一旦

貯留した雨水は降雨終了後西羽束師川に排水するこ

Fig.2 Map of Target area 

Fig.3 Map of Donryu Tunnel 
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とになっていたが，現在北幹線に接続する南幹線が

桂川右岸流域下水道・洛西浄化センター付近まで延

伸がされており，北幹線・南幹線を合わせて 2020

年に完成予定である．そこに設置されるポンプ場(呑

龍ポンプ場)から貯留水の一部を降雨中に桂川本川

へ直接放流することで，流下管として機能し，連続

する大規模降雨にも対応して，流域内排水路の雨水

排除能力を越えた雨水をトンネル貯留施設に取り込

むことができるようになる．これとともに，10 年確

率降雨に対する計画容量を約 5 万㎥縮減できる予定

である．  

 

2.3 モデルの概要 

(1)降雨予測モデル(移流モデル) 

 短時間降雨予測の基礎手法である椎葉・高棹・中北

（1984）の移流モデルを用いた．ここではその概要

を示す． 

 移流モデルとは降雨強度分布 R(x, y)を移流ベクト

ル(ur(x, y), vr(x, y))に沿って移流させながら δ(x, y)で

発達・衰弱させるモデルで，20～30 分先のメソ γス

ケールの降雨予測や，1～2 時間先のメソ βスケール

の降雨予測などのごく短いスパンでの予測に適して

いる．本手法では，降雨分布の変化が移流方程式 

 

( , ) ( , ) ( , )
( , ) ( , ) ( , ),r r

R x y R x y R x y
u x y v x y x y

t x y


  
  

  

 

(2.1)   

によって表現されるものとする．ただし，雨域の移

流ベクトル(ur(x, y), vr(x, y))，単位時間当たりの発

達・衰弱量 δ (x,y) は     

 

1 2 3( , ) ,ru x y c x c y c  
 

4 5 6( , ) ,rv x y c x c y c  
 

7 8 9( , ) ,x y c x c y c     

 

のように位置の一次式として表現できると仮定し，

式(3.10)と合わせて線形最小自乗法を用いて，時々

刻々と得られる降雨強度分布 R(x,y)から c1～c9を推

定する．予測では，算定された移流ベクトルに沿っ

て，解析的に追跡することにより予測時刻の降雨を

算定する．同時に，移流ベクトルに沿って移流した

際の発達・衰弱量の積分値も解析的に算定し降雨量

を修正する． 

 今回使用した移流モデルでは，国土交通省のXバ

ンドレーダーとCバンドレーダー，気象庁のCバンド

レーダーの情報を利用して予測を行い，単純な１次

式として移流させるため発達・衰弱項は無視し (c7

～c9=0)，20分前・10分前・現在の３つのレーダーデ

ータをもとに10分間隔で1時間先まで予測を行った． 

 

(2)雨水流出モデル 
 本研究では流域に降った降雨が流出する過程につ

いて Kinematic Wave Model を用いて流出現象のモデ

ル化を行った．対象流域である西羽束師川流域の中

央部は低平地で，既存の農業用水路と都市排水路を

用いた雨水排除が行われており，流下方向は水路網

により特定される．また，主要な鉄道・道路等が盛

土で立体交差となっており，これが堤体となり雨水

流下方向は必ずしも地表勾配に沿った流れとはなら

ない．水路網や交通用地等を考慮して計 73 個の支流

域ブロックに分割を行い，支流域ごとに左右の長方

形斜面に分割し，斜面面積，斜面勾配，等価粗度な

どを設定した． 

 西羽束師川は下流部の河道勾配は 1/1000 と緩勾

配である．また河口部では流入先の桂川の水位によ

って流入できなくなるため排水機場が設置されてい

る．このように流域下流部部では背水の影響を受け

るため，それらを表現できる Dynamic Wave Model

などを利用するべきである．しかし本研究では主に

中流部までの洪水流を再現することが重要であり，

また観測値においても背水の影響を受けていない三

反田橋を解析上の下流端として扱っているため，

Kinematic Wave Model を用いても良好な再現精度が

得られている 3)．そのため今回は河道流についても

Kinematic Wave Model を用いて計算を行った． 

モデル化された長方形斜面の雨水流には式(2.3)の

Manning 式を適用する．なお斜面勾配および粗度係

数は斜面上でそれぞれ一様とみなす． 

 

21

32
1

v I R
N


 (2.3) 

ここに，v は流速，N は等価粗度，I は斜面勾配，R

は径深である．薄層流を仮定すると，R≒h（h：斜

面上の水深）と近似できる．単位幅あたりの流量は

式(2.3)を用いると， 
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32
1
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N

  (2.4) 

となる．これを水深 h について解くと 
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 (2.5) 

(2.2) 
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となる．ここに p=0.6，
1

2

p

N
K

I

 
 
 
 

である．また連

続式は  

 
h q

r
t x

 
 

 
 (2.6) 

と表される．ここに，r は有効降雨強度，x は流下距

離，t は時間である． 

河道流に対しても斜面の場合と同様に Manning則を

適用して， 

 

21

32
1

v I R
n

  (2.7) 

と表される．ここに，n は粗度係数である．径深Ｒ

については 

1

zR k A                           (2.8) 

と近似する．ここに，A は流積， 1k ・z は河川横断

面より決まる定数である．河道の流量 Q は式（2.7）

と式(2.8)より， 

  
3 2 21 12

3 32 23
1 1

1 1
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(2.9) 

と表される．式(2.9)を A について解くと， 
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  (2.10) 

となる．ここに，
3
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z



，
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で

ある．また河道における連続式は， 

 
A Q

q
t x

 
 

 
  (2.11)  

で表される．計算では，斜面流については式(2.5)，

(2.6)を，河道流については式(2.10)，(2.11)について

特性曲線法を用いて解く． 

 

(3)貯留施設モデルと貯留施設操作 

 本研究では貯留施設として呑龍トンネルを想定す

る．呑龍トンネルは計画総延長 9kmのトンネル状の

施設であるので詳細にモデル化を行うためには貯留

管内の流下についても表現することが求められるが，

本研究が対象としている初期貯留及び緊急排水とい

った現象はある程度の水量が貯留管内に存在する状

態を初期条件としてポンプによる排水などを行うこ

とから，貯留管内の流下を省略し１つの単純なタン

クであると仮定した． 

 貯留管への流入点は 2 か所とした．1 か所は現在

暫定供用における流入口が設置されている寺戸川第

四向陽小学校付近で，河川流量がある一定値を越え

ると越流分が貯留管に流入するように設定されてお

り，ピークカット貯留を行うコントロールポイント

として設定した．もう 1 か所は西羽束師川の支流で

ある石田川が西羽束師川に合流する乙訓地点付近で

ある．石田川は周辺に工場などが多く存在し流域内

の他の枝川と比較しても水質が悪い河川であり，汚

濁負荷供給が他の河川よりも大きいという特徴があ

る 4)．そのため，降雨初期の流出水を貯留管内に取

り込み汚濁負荷削減目的の貯留を行う制御点として

設定した．また貯留した河川水を緊急排水するため

のポンプ場は乙訓ポンプ場に相当するポンプ場を設

定し，ポンプ能力は 10 ㎥/s とした．計画では呑龍ポ

ンプ場の排水能力は 10 ㎥/s であるが，乙訓ポンプ場

の計画排水能力は約 0.6 ㎥/s であり，乙訓ポンプ場

までの暫定供用の時点では降雨中の排水は行わず，

降雨終了後の西羽束師川に排水する計画となってい

るためであるが，本研究では初期貯留分を短時間に

排水する操作を仮定しているので，乙訓ポンプ場に

おいても呑龍ポンプ場と同等の排水能力を設定した．

また排水先については計画と同様に乙訓ポンプ場使

用時は西羽束師川に排水を行った．貯留管全体の容

量としては，現在供用が開始されている呑龍トンネ

ルの北幹線，すなわち乙訓ポンプ場までの区間まで

を考え，容量を 107,000 ㎥とした． 

 実際の呑龍トンネルへの流入は，河道の壁面に越

流堰が設置されており，そこから呑龍トンネルへ流

入する流入口が設置されている地点と，越流堤付近

に流入口が開放されており河道から越流した水が呑

龍トンネルへ流入する地点がある．どちらの場合も

河道の水位(流量)がある一定以上になった時点で流

入が開始されるので，呑龍トンネルへの流入が開始

する流量を定めることで貯留管への雨水の流入を表

現した．このときの流量を Qin とし，Qin を越えた

流量はすべて呑龍トンネルへ流れ込むものと考えた．

実際は一定の割合で流入するため，流入量の時間変

化を厳密に再現するためには越流公式などを用いて

貯留管への越流を表現する必要があるが，今回は単

純なピークカットを仮定した． 
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 初期貯留は，降雨初期に石田川の河川水を全量呑

龍トンネルへ流入させることで表現している．この

貯留は貯留施設の初期貯留容量(VF)まで行い，容量

が満たされると貯留は停止する．その後は予測降雨

により流量予測を行い，ピークカット貯留流入点を

設定した第４向陽小学校付近の流量を監視し，その

流量が Qin を越えると予測された時点（TL）で初期

貯留分の排水を行いピークカット貯留に備える．初

期貯留容量，ポンプ排水能力とその起動制御，レー

ダ降雨情報の更新時間，及び移流モデルによる降雨

予測と流量予測，これらに要する時間も考慮して，

現時刻から 1時間先までの流量予測を 10分毎に更新

し，Qin を超えた場合に緊急排水を開始し，その時

刻を TLとする． 

予測降雨が過小であると緊急排水開始が遅れて浸

水被害は増大する．逆に予測降雨が過大であると緊

急排水により貯留施設を空にしても流量が増大せず

緊急排水操作は空振りとなる可能性がある．  

今回の解析では，先行研究に基づきピークカット

貯留開始流量を 40m3/s，初期貯留容量を 18，000m3

と設定した． 

 

2.4 モデルのキャリブレーション 
前節で説明した流域モデルおよび雨水流出モデル

を用いた流出解析については，先行研究（鳥井・城

戸・中北，2011）で行ったキャリブレーション結果

に基づいた同じパラメータを用いており，流出モデ

ルの再現性は十分であると評価した． 

降雨予測に用いるレーダー情報として，国土交通

省の X バンドレーダー（波長約 3cm，空間解像度は

250m，以下 X または X250），同じく国土交通省の C

バンドレーダー（波長約 5cm，空間解像度 1km，以

下 C1)，気象庁の C バンドレーダー（波長約 5cm，

空間解像度 1km）の 3 つの近畿全域のデータを用い

る．既往研究 6）では気象庁 C バンドレーダーを用い

た降雨予測において 3km×3km(以下 C3)に平均化し

た上で近畿全域の情報を移流モデルを適用するプロ

グラムを利用した．この移流モデル予測システムを

直接 C1 や X250 に適用した場合，移流ベクトル推定

のための時空間領域設定の妥当性が不十分で，移流

ベクトルが過小に評価された．そこで移流ベクトル

算定に用いる空間範囲を C3 では隣のグリッドまで

となっていたものを拡大し，X バンドレーダーにつ

いては 10 個離れたグリッド，C バンドレーダーにつ

いては 3 個離れたグリッドとして解析を行った結果，

移流ベクトルの推定が C3 と同程度に改善された．

時間解像度Δt を小さくする，空間範囲の拡大倍率

の選定など，移流予測モデルの改善をさらに検討す

べきであるが，本研究の主目的ではないため，この

段階での移流モデルによる降雨予測情報を雨水貯留

施設の実時間制御の評価を行う． 

 

3. レーダー予測情報の活用方策の検討 

 

3.1 解析条件 

本研究の目的は，降雨レーダー予測情報を用いた

雨水貯留施設の実時間制御導入のため，浸水防止と

汚濁負荷削減効果の両目的を効率的に達成するため

Fig.4 Setup “周辺領域” 
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のデータ活用方策を提案することである．先行研究

（中村・城戸・中北，2012）において初期貯留によ

る汚濁負荷削減の効果が大きいことは明らかなため，

本研究では緊急排水操作による浸水リスクの評価及

び初期貯留による負荷削減効果を評価する．次節以

降，入力降雨として流域全域の平均降雨を用い解析

を行う．また本研究では降雨予測における絶対誤差

Ea および降雨予測誤差(相対誤差)Er を下式のように

定め，これに基づいて評価を行う．    

   
p o

r

o

R R
E

R


            (3.1) 

     
a p oE R R              (3.2) 

ここで Roは観測降雨値，Rpは予測降雨値である．

降雨予測誤差が大きいと予測が過大であることを示

し，降雨予測誤差が負になると予測が過小であるこ

とを示す．立川・小松・寶（2002）は移流モデルを

用いて予測降雨場の誤差構造のモデル化について研

究し，この誤差の頻度分布の下限値が-1 の対数正規

分布に近い分布形状を示すことを明らかにしている． 

降雨予測誤差の比較は，ピークカットを行う地点

（第４向陽小学校付近）を最南端とした 3km×3km

のグリッドの観測または予測降雨情報について行う．

つまり，X と C1 については平均化を行った降雨情

報で評価する．これは，ピークカット地点流量に基

づいて緊急排水の開始を決定するため，これより上

流側の降水量の推定・予測が重要であること，また，

同一のグリッドサイズに各レーダー観測情報をまと

めることで解像度の異なるレーダーごとの降雨情報

の比較を行うためである．現在時刻と 10 分前，20

分前の観測データから移流モデルを用いて予測した

1時間先までの 10分毎の予測情報をもとに緊急排水

操作を行うかを決定する．ピークカット貯留を行う

河川流量限界値 Qin は 40m3/s とした． 

本研究では対象領域周辺の降雨情報を考慮するこ

とにより，実際には対象領域に到達する降雨域が対

象領域外に移流すると予測される場合を含めた予測

降雨情報を活用して雨水貯留施設の実時間制御を実

施することによる浸水リスク削減効果を検証する．

Fig.4 に示すように，注目する各グリッドの周りにあ

るグリッドを“周辺領域”とし，周辺領域を直上グ

リッドと周囲 1 つ分のグリッドの計 9 個のグリッド

で検証する場合は以下周辺領域 1，直上グリッドと

周囲 2つ分のグリッド計 25個のグリッドで検証を行

う場合を以下周辺領域 2 と呼ぶ．3 章以降では同様

に周辺領域 12 段階までの領域を解析対象とする． 

また Fig.5 に示すように直上グリッドを中心にし

て周辺領域の予測降雨情報を選択する 4 つの方法に

ついて比較解析する．その方法とは，①対象領域グ

リッド直上のデータを流域平均降雨として用いる場

合（これまで採用してきた降雨データ，以下中心値

選択と呼ぶ），②周辺領域を含めた 9 グリッド平均降

水量を流域平均降雨として用いる場合（以下平均値

選択），③周辺領域を含めた 9 グリッドの最大値を流

域平均降雨として用いる場合（以下最大値選択），④

周辺領域を含めた 9 グリッドの最小値を流域平均降

雨として用いる場合（以下最小値選択）である． 

本研究において浸水リスクが改善するとはこれま

で採用してきた方法（中心値選択）より浸水する可

能性が低くなることである．この浸水リスク指標と

して緊急排水リードタイム（実際のピークカット開

始時間－予測降雨情報に基づく緊急排水開始時間＝

緊急排水操作余裕時間）及び初期貯留残存量を用い

る．緊急排水リードタイムは 30 分以上確保すれば確

実に緊急排水が完了し，より長時間である程余裕を

持った緊急排水の実施ができるため浸水リスクは低

い．逆に初期貯留残存量はピークカット貯留の容量

制約となるため，少ないほど浸水リスクは低いと言

えるが，本研究では初期貯留残存量が 0 の場合は

Fig.5 How to choose as value 
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RTC を導入しない場合と同等であることを考慮し，

ピークカットを行う事例において少しでも存在した

場合は RTC 導入不可能と判断する指標とした． 

 

3.2 CバンドレーダーとXバンドレーダーの降雨

推定・予測精度の比較 

まず，C バンドと X バンド情報の基本的な差異で

ある時空間分解能が，雨水貯留施設の実時間制御に

及ぼす影響について降雨推定精度の観点から検証し

た． 

 アメダス観測地点である長岡京(10 分間雨量)お

よび国土交通省の桂観測所(時間雨量)における観測

雨量とその直上のグリッドでのレーダー雨量とを比

較し，それぞれの絶対誤差と相対誤差基準に基づい

て算出した（Table.1）．平均については解析対象時間

全体の平均，観測・推定降雨強度の双方が 0 の場合

を除いた平均，観測降水量ピーク時刻までの平均，

および降雨推定が過小（マイナス）であった時間の

みの平均に場合分けした． 

解析対象事例が限られているため全体を通して一

貫した特徴は明確ではないが，C3 は他に比べて誤差

が大きく，特に誤差の標準偏差が大きい値を示して

おり，推定精度のばらつきが大きい．例として 2012

年 07月 03日(Fig.6)の雨量グラフを比べると C3は観

測降雨の時間変動を再現できていない．また，C1

とX250の降雨推定精度の差異は明確ではなかった．

次に，レーダーごとの空間解像度の違いを考慮して，

地上観測点を含む代表空間(C3 のグリッドサイズで

ある 3km×3km)における 3つのレーダー情報の推定

精度の比較を行った．つまり X250 は観測地点のあ

るグリッドを中心とする 144 個分のグリッド，C1

も同様に 9 個分のグリッドを平均化した．この場合

も，C3 の誤差が大きく，C1,X250 の推定精度に有意

な差異は得られなかった．評価を地上観測点を含む

代表領域(3km×3km)に統一し，平均化することで

X250 と C1 の誤差，特に X250 の誤差が全体として

小さくなる傾向が見られ，降雨推定精度が改善され

た． 

雨水貯留施設の実時間制御実用化のためには降雨

推定の過小評価を避けて，より安全領域での操作を

実施することが重要である．そのため降雨予測期間

内で過小となった期間のみを抽出し推定精度を評価

した．X250 において他項目では C1，C3 より劣って

いる降雨事例でも，過小評価期間に限ると推定精度

が優れている場合があり，また全体的に過小傾向が

小さく絶対誤差平均で過小になった事例はないなど

Table.1 Comparison of rainfall estimation by absolute and relative error at observation place 
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X250 のレーダー降雨データを用いることは雨水貯

留施設の実時間制御実用化のための降雨情報として

適していると考えられる．しかし，降雨推定精度の

視点のみでは X250 と C1 との差は小さいので，以後

これらを利用した雨水貯留施設の実時間制御におけ

る有効性の評価を行う． 

次に，アメダス長岡京地点を中心とする 3km×3km

内のグリッドにおける比較(XとC1は平均化)により

予測精度解析を行った．アメダスの降水量データと

移流モデルにより得られた予測降雨データとの比較

を行った結果が Table.2 である．事例は長岡京付近で

強雨が観測された 2012 年 07 月 03 日，2012 年 09 月

30日，2012年 10月 17日の 3事例を用いた．Table.2(1)

では現時刻から 1 時間先までの 10 分ごとの絶対誤

差・相対誤差を算出し，これを 1 時間おきに解析し

て 1 日の平均をとった．一方 Table.2(2)では，本研究

で用いるのは 1 時間先の予測のみであるためこのデ

ータのみ抽出し 1 日の平均をとった．その結果，X

および C1 の予測精度が C3 に比べ優れており，また

C1 よりも X の方が過小傾向が小さいことがわかっ

た．C3 予測誤差の日平均は全て正であり過大予測で

あることは評価できるが，前述の推定精度を考慮す

るとピーク付近以外での過大予測が 1 日平均に大き

く影響していると考えられるため，X および C1 の

利用が適当であると考えられる． 

 

3.3 データの流域分布による精度評価 
本節では，空間解像度が細かいレーダー降水量デー

タを利用することが流出予測へ与える影響につい

て検討する．そのために対象領域におけるレーダー

のグリッドを対象領域地図上に表し（例として

Fig.7 に X バンドレーダ格子と流域の対応を記し

た），グリッドと支流域ブロックの対応を表にまと

めた．グリッドがほぼすべて支流域ブロックに含ま

れている場合は１，一部分が含まれている場合は

Fig.6 Comparison between rainfall amount of RADAR 

and surface observation 

Table.2(2) Mean of all 1 hour ahead predicted rainfall 

Table.2 Mean of all predicted rainfall until 1 hour 

ahead 

Fig.7 Relationship of Target area with X-band 

RADAR grids 
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0.5 の重みを与えた平均雨量を入力降雨として支流

域ブロックごとに与えた．このようにデータを支流

域ブロックごとに対応させ流域へ分布させること

を本研究では”流域分布”と呼ぶこととする．また”

流域平均”は対象領域全域の平均降雨を入力降雨と

して解析した場合を表す．  

まず， 2012 年 9 月 30 日の降雨事象を対象として

流域平均降雨を用いた解析結果を Fig.8 に示す．C3

よりも C1 が，C1 よりも X が流量の立ち上がりが

急激かつ最大流量も大きく，空間解像度が高いこと

は雨水貯留施設の実時間制御を行う上でより早期

の緊急排水操作開始のための情報となりうる点で

有利である．次に流域分布を与えたことによる流量

の変化を 2012 年 07 月 03 日と 2012 年 07 月 21 日，

および 2012 年 09 月 30 日の 3 つの降雨事例の観測

データを入力降雨としてピークカット地点(Fig.9)

と初期貯留地点(Fig.10)の 2 カ所の流量で評価を行

った．全てピークカット地点と初期貯留地点いずれ

の流量も差異があり，2012年 07月 12日および 2012

年 09月 30日においてはピークカット地点の流量は

流域分布の方が大きく，初期貯留地点の流量は流域

平均の方が大きかった．2012 年 07 月 03 日の事例

では逆の結果となった．各降雨事例の最大降雨発生

時刻の降水量レーダー画像(X)を Fig.11 に示す．

2012 年 07 月 03 日事例ではピークカット地点以外

にも下流部で強雨域が見られ，他 2 事例ではピーク

カット地点付近でのみ強雨域が見られる．流域分布

によりこれらの雨域分布を流量推定に反映できた

と考えられる．ピークカット地点で大きく差がみら

れた 07 月 21 日の降雨は，上流部と下流部との雨域

の偏りが大きく，かつ流下方向と雨域の移動方向が

ほぼ同じ事例であり，これらの作用により流域分布

を与えた場合の流量が一層大きく算出された．例と 

Fig.9(1) Discharge change of “流域分布”, “流域

平均” at peak cut point (2012/07/03) 

Fig.9(2) Discharge change of “流域分布”,”流域平均” 

at peak cut point (2012/07/21) Fig.8 Discharge change of each Radar data 
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Fig.9(3) Discharge change of “流域分布”,”流域平

均” at peak cut point (2012/09/30) 

Fig.10(1) Discharge change of “流域分布”,”流域平

均” at beginning storage point (2012/07/03) 

Fig.10(2) Discharge change of “流域分布”,”流域平

均” at beginning storage point (2012/07/21) 

Fig.10(3) Discharge change of “流域分布”,”流域平

均” at beginning storage point (2012/09/30) 
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してピーク時刻付近のレーダー画像(Fig.12)を見る

と雨域の偏りおよび雨域の移動が見られる．一方，

初期貯留地点は枝川集水域が小さく，降雨分布によ

ってその領域の雨量を的確に与えることができてい

るため，流域平均雨量のハイドログラフとは異なる

結果が得られた(Fig.10)． 

以上，高空間解像度のレーダー情報の利用により，

比較的小さな流域でも降雨空間分布の影響を表現で

きることが確認できたので，今後，X,C1,C3 それぞ

れの観測データの空間解像度に基づいて降雨の流域

分布を考慮した流出解析結果を真値として採用し，

予測降雨を用いた実時間制御の評価に用いる． 

次に，予測データに対し流域分布させた場合に浸

水リスクに与える影響の比較を行った．浸水リスク

指標として緊急排水リードタイムを使用し，ピーク

カットが行われる降雨事例を用いて検証した．X で

は 2 事例で緊急排水リードタイムが増加，C1 では緊

急排水リードタイムが増加する事例が 2 つと減少し

た事例が 1 つ，C3 では 1 事例で増加し 1 事例で減少

という結果になった． 

 緊急排水リードタイムが流域分布により減少した

事例のピーク時刻付近の流量(ピークカット地点)を

Fig.13 に，予測降雨の最大降雨強度発生時刻のレー

ダー画像を Fig.14 に示した．これらの事例に共通す

るのは，予測降雨においてピークカット地点より下

流部に強雨域があり上流部に強雨域がない，あるい

は上流部より下流部の方が強いと予測されているこ

とである．これにより流域分布を与えることで流量

Fig.11 X-band RADAR picture of 3 rainfall events 

when rainfall intensity reaches a peak 

Fig.12 C-band RADAR pictures around peak time of 

rainfall intensity 

Fig.13 Hydrograph of events that lead time of 

emergency drainage declined 

Fig.14 Left: C-band RADAR picture(grid 1km) when 

Forecasted rainfall intensity reaches a peak  

Right: C-band RADAR picture(grid 3km) when 

Forecasted rainfall intensity reaches a peak 
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予測が過小となっている．このような事象は緊急排

水操作の開始を遅らせ浸水リスクを増大させる危険

性が高く，これを回避するためには予測降雨域の偏

りを考慮し，対象領域周辺の予測降雨情報を活用す

ることが必要である．次節以降，このような予測降

雨情報の活用方策について検討する． 

 

3.4 対象領域周辺の予測降雨情報を用いた場

合の降雨予測誤差の評価 

本節では，降雨予測誤差(3.1 式)を用いて周辺領域

を考慮した予測降雨情報の選択方法の評価を行う．

施設制御に大きく影響するピークカット地点上流の

3km×3kmの範囲を解析対象とする．  

まず C3 データを用い，対象領域直上グリッドを

中心に計 9つのグリッド(周辺領域 1)からで 3.1で示

した 4 つの選択方法について 2009 年 07 月 21～22

日，2010 年 08 月 12 日の 2 事例で解析を行った．前

者は緊急排水・ピークカットはされたが浸水は起こ

らなかった事例，後者は緊急排水・ピークカットは

行われたものの浸水が起こった事例である．最大降

雨強度までの降雨予測誤差を解析したところ，C3

の空間解像度が 3km であることから，広く周辺領域

を考慮に入れているため，中心値選択との偏差の絶

対値が非常に大きくなった．中心値選択と平均値選

択で比較すると，平均値選択の方が最大降雨強度時

刻までの降雨予測誤差を少し過大評価しているが明

確に実時間制御の上で有利であるとは断言できない

ものとなった．最大値選択の場合，中心値選択に比

べ降雨予測誤差平均は降雨強度閾値を設定しない場

合で 60%～220%程多くなった．特に過小予測だった

ものが過大予測になったケースがあり，評価に値す

るといえる．最小値選択の場合は当然のことながら

大きく過小に予測し，選択方法として全く適さない

ことが明白であるため，今後の解析対象から除外す

る． 

 次にXおよびC1情報で周辺領域を考慮した場合に

ついて検証をおこなった．ここではX，C1と異なる

それぞれの大きさのグリッドで周辺領域を考慮した

情報選択を行い，それを対象領域直上の3km×3km

領域に対して適用した．つまり，Xの周辺領域1とは

周囲250m，C1の周辺領域1とは周囲1kmを考慮にい

れるということであり，その上で3つのタイプのレー

ダー予測雨量情報の選択方法の比較検討を同じ領域

範囲の雨量として評価するため，3km×3kmに平均

した．具体的には周辺領域を含む計9個のグリッドで

検証する場合（周辺領域1）と，周辺領域を含む計25

個のグリッドで検証を行う場合(周辺領域2）の2パタ

ーンについて，前節で示し採用した3つの予測雨量値

の選択パターン(中心値選択，平均値選択，最大値選

択)について降雨予測誤差の解析をおこなった．事例

は2012年07月03日を用いた．XもC1も，C3の解析に

比べ降雨予測誤差変化の幅が小さく，中心値選択と

平均値選択の差はごく小さい．またXでは周辺領域1

の場合，最大値選択は中心値選択に比べ全時間平均

で30%程度，最大降雨強度発生時刻までの平均で

12%程度の過大評価となり，周辺領域2の場合はそれ

ぞれ60%，25%の過大評価となった．周辺領域2では

周辺領域1の2倍近い過大評価ができたと考えられる．

C1では周辺領域1の場合，最大値選択は中心値選択

と比べ全時間平均で約140%，ピークまでの平均で約

60%の過大評価となった．周辺領域2ではそれぞれ約

300%，約110%とこちらも2倍近い過大評価となった． 

 

3.5 C1およびXレーダー情報の周辺領域を考慮

した情報選択による浸水リスクの評価 

本節では，流量予測に流域分布降雨を用いる場合

についても，予測降雨情報として参照すべき周辺領

域の範囲について検証した．その結果を Fig.15 に示

す．ここでも C3 レーダー情報の解析結果と比較す

るため，中心のグリッドから 3km分離れたグリッド

までを考慮し，X ならば周辺領域 12，C1 ならば周

辺領域 3 までを周辺領域範囲として，2012 年 09 月 3

日と 2013 年 09 月 15-16 日の 2 事例について検証し

た．両事例ともにピークカットが起こったもので，

前者は急激に発達して広い範囲に雨を降らした事例，

後者は台風 18 号の影響で強雨域が非常に大きい事

例である． 

X では，周辺領域を拡大して平均値選択をとった

場合，緊急排水リードタイムはほぼ変わらず，ピー

クカット地点の流量変化も小さかった．2013 年 09

月 15-16 日事例では周辺領域 1,2 のみ緊急排水リー

ドタイムが大幅に増加しており，予測降雨域が対象

領域から少しずれた時に有効な手法である．しかし

周辺領域 3 以降では逆に緊急排水リードタイムが大

きく減るなど不確定性が高く予測降雨量が過小にな

る可能性も高い．各周辺領域の最大値選択の場合，

緊急排水の目安となる Qin=40m3/s に到達する時刻

付近を拡大してみると（例:Fig.15(1)(c)），周辺領域 1

から 2 で予測流量が大きく増加し，以後は流量の時

間変化傾向を維持しながら一定の割合で流量が増加

した．このように，最大値選択の場合，周辺領域は

広くとるほどより安全側で緊急排水操作が実施でき

る．今後，移流モデルを用いた降雨予測精度に基づ 
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Fig.15(1) Verification what number of “周辺領域” 

should be chosen(2012/09/03,X) 

Fig.15(2) Verification what number of “周辺領域 ” 

should be chosen (2013/09/15-16,X) 

Fig.15(3) Verification what number of “周辺領域” 

should be chosen (2013/09/15-16,C1) 

Fig.15(4) Verification what number of “周辺領域 ” 

should be chosen (2012/09/03,C1) 

― 274 ―



 

いて，より適正な周辺領域範囲の設定する必要があ

る． 

C1 を用いた周辺領域の平均値選択の場合，どちら

も周辺領域を広くとればとるほど流量が減少した．

強雨域が周辺領域にあったとしても弱雨域の影響の

方が大きかったと考えられる．最大値選択の場合は

どちらも周辺領域を広くとるほど流量及び緊急排水

リードタイムが増加した．X と同様特に周辺領域 1

から 2 で大きく増加する傾向があった． 

 

4. 導入可能なレーダー予測降雨情報の活用方
策 

 

4.1 浸水リスクの少ないレーダー予測降雨情

報の活用方策の推定 

前章の解析結果を踏まえて，本章で検討対象とす

るレーダー予測情報の活用方策の組合せを検討する．

(Fig.16) 

まず地上雨量計との比較に基づく降雨推定精度評

価結果では，X と C1 との差は小さく，降雨予測精

度評価結果では精度面では C1 が，過大傾向は X が

上回った．C3 は全平均では過大傾向が見られている

が精度は悪く，細かい時間でピークを表現できない

点を考慮して，本章では対象から除外する． 

X，C1 は流域分布降雨を考慮することで，より流

量ピークと流量の立ち上がりを的確に予測できる．

さらに，流量予測に用いる降雨予測情報の周辺領域

考慮の範囲を拡げることで，より早期に緊急排水操

作が実施でき，流域分布では反映できず流域平均で

反映できた下流部で強雨が予測された場合に流域分

布も対応できる．ただし，周辺領域の拡大に伴って
Fig.16 Combination of application strategy 

Fig.17 Low flood risk combination of application 

strategy 

Table.3 Heavy rain events 
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予測流量が過大となり，緊急排水の空振りが発生す

る可能性は高まる．これらの結果に基づき浸水リス

クの少ないレーダー予測雨量情報の活用方策の組合

せについて定性的に評価した．その結果を Fig.17 に

示す．なお Fig.17 では上から浸水リスクの小さい順

に並べた． 

 

 

4.2 検証条件 

 

 2011~2013年の強雨事例をTable.3にまとめた．緊

急排水とピークカット貯留が実施されることが予想

される規模の降雨事例として，抽出基準を桂および

長岡京いずれかの観測所で１時間降雨強度15mm以

上と設定して事例を抽出し，さらに，レーダーデー

タが利用可能な事例を選択した．これらの事例では，

ピークカット貯留を実施する判定基準Qinを40m
3
/s

とすると，緊急排水およびピークカットが実施され

る事例が少なく浸水リスクの評価ができない．その

ため，観測データをそのまま用いて流域分布降雨を

用いた解析最大流量（Table.4）に基づき，仮想的に

Qinを30m
3
/sと設定し，より多くの事例でピークカッ

トあるいは緊急排水操作が行われるかどうかを検証

できるようにした．また，Xレーダーによる観測情

報を用いて流域分布降雨を与えた推定流量を真値と

して，ピークカット貯留の開始時刻および貯留水

量・浸水量を評価する． 

 対象事例のうち，緊急排水が完全に実施された後，

全施設容量を用いてピークカット貯留を実施しても，

浸水が発生したのは2013年9月15～16日の台風18号

の事例のみであり，他の降雨事例では初期貯留が残

Fig.18(1) Flood risk change at each “周辺領域” on 

peak cut events 

Fig.18(2) Flood risk change at each “周辺領域” on 

peak cut events 

Fig.19(1) Pollution reduction index at each “周辺領

域” on peak cut events 

Fig.19(2) Pollution reduction index at each “周辺領

域” on peak cut events 

Table.4 Max discharge from runoff analysis using 

Radar-observed rainfall & “流域分布” 
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存しても，ピークカットに要する貯留容量が少なく，

実際に浸水が発生するわけではない．ここでは，ピ

ークカット開始時点の初期貯留残存量を浸水リスク

指標及び汚濁負荷削減指標として用いて，Xおよび

C1レーダーの周辺領域情報の活用方策の評価を行

う．行政が実時間制御を導入するには，実時間制御

を行わない場合より浸水リスクが増大しない，つま

りピークカットを行う事例において初期貯留残存量

が存在しないことが条件である．その上で汚濁負荷

削減効果を高めるためには，ピークカットを行わな

い事例において，できるだけ緊急排水を行わず初期

貯留を確保する方策を提案する必要がある． 

 

4.3 検証結果 

検証結果を Fig.18，Fig.19 に示す．Fig.18 は浸水

リスクとして初期貯留残存量を縦軸に，最大値をと

る周辺領域の範囲を横軸にし，Fig.19 は同様に汚濁

負荷削減指標としての初期貯留残存量を用いた図で

ある．X および C1 レーダー情報では，活用する周

辺領域を拡大して最大値選択を行うほど予測流量が

増加するとともに緊急排水リードタイムは長くなり，

初期貯留残存量が少なくなる．特に，2012 年 07 月

21 日の降雨事例では，X レーダー情報の周辺領域 10

および C1 レーダー情報の周辺領域 3，2012 年 09 月

03 日の降雨事例では C1 レーダー情報の周辺領域 3

を用いた最大値選択の方策でも，緊急排水が完全に

終了せず，初期貯留雨水が残存するため，浸水リス

クが増大した．この結果，実時間制御導入可能な浸

水リスクを増大させない活用方策は，解析対象とし

た強降雨時には C1 では 3km 以上，X では 2.5km 以

上の周辺領域の予測雨量情報を対象として，その最

大値を用いて流量予測を行い緊急排水操作の実施を

判断する必要がある． 

 解析対象の全ての降雨事例において，上述の浸水

リスクを増大させない活用方策としてXレーダーの

周辺領域10以上，C1レーダーの周辺領域3の最大値

選択を用いた場合，適切に緊急排水操作が実施され，

初期貯留残存量はゼロとなる．これらの事例におけ

る汚濁負荷削減効果はほぼゼロと評価されるが，今

後時間雨量15mm以下の降雨事例についてもRTC実

施の効果を検討し，汚濁負荷削減効果を含めた総合

的評価を行うためのレーダー情報活用方策について

検討ができた． 

 

5. 結論と今後の課題 

 

 本研究では，浸水対策を主目的として都市域に建

設・整備されている雨水貯留施設を用いた汚濁負荷

削減を実施するために，レーダー予測降雨に基づく

雨水貯留施設の実時間制御を行う上で，複数のレー

ダー予測情報を効果的に活用するための方策につい

て検討を行った． 

その結果，対象流域における地上観測雨量の推定

精度では C3 に比べて C1，X レーダー情報の推定精

度が高く，予測流量の時間変動も大きく緊急排水操

作を実施する上では有利であることが明らかとなっ

た．また，C3 レーダー情報でも解析領域一律の平均

降雨を用いて流量予測をするよりも，流域分布降雨

を与えた解析を実施することで緊急排水実施基準流

量（Qin）に到達する時刻が早まり，緊急排水リード

タイムが短くなる．分布型流出モデルを用いる利点

が検証された． 

降雨予測誤差を考慮した緊急排水操作を実施する

ための流量予測情報を作成するために，単純に予測

雨量を定数倍するなどの便宜的な方法ではなく，移

流モデルを用いて対象領域を含む周辺領域の降雨分

布を予測し，それらの予測情報から流量予測に用い

る情報を選択する方策について検討した．基本的に

周辺領域内の最大値を用いて流量予測を行うことで，

予測流量が増加し，緊急排水操作を実施する上でよ

り安全側の判断となって浸水リスクは低減し，周辺

領域を広げれば広げるほど一定の割合で予測流量は

増加し浸水リスクも低減する．現状では約 3km離れ

た地点まで考慮にいれる必要があるが，予測降雨精

度が向上すれば，より周辺領域を狭くとるあるいは

平均をとることで浸水リスクの改善が見込める． 

 予測は移流モデルの精度に大きく依存しており，

X および C1 レーダーを用いた降雨予測のために，

移流ベクトル算定範囲の修正による移流モデルの改

善を行ったが，降雨予測モデルの改善は不十分であ

り，より一層のモデル改善を行うべきである．降雨

予測モデルの改善により，上述の参照すべき周辺領

域の範囲をより適切に評価することが可能となる．

さらに，X レーダー情報の時間解像度が小さいこと

を考慮すれば，より適切な予測降雨情報の活用方策

を検討できる． 

また，本研究の解析対象とした降雨は強降雨事例

のみであり，緊急排水操作の空振りを減少させ，汚

濁負荷削減効果を高めるための検討は行っておらず，

より多くの降雨事例および複数年間を通した統計的

な評価を行い，降雨予測精度を考慮した総合的な浸

水防止と汚濁負荷削減効果の評価を行う必要がある． 
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